２００９年２月２５日
☆☆☆☆☆　職場ニュース　就業規則の改定と意見書　☆☆☆☆☆
鳥取地区事業場 過半数代表者
廣重 佳治

有期契約職員，手当て，特別休暇，人事に係る就業規則の改訂について説明を去る2月20日（金）に受けました。現在，労基法が定める意見書を準備しています。意見書の提出予定は3月2日としていますが，それに先立ち，鳥取地区事業場に働く皆さんに今回の就業規則の改訂と意見書の要点をお知らせします。皆さんの意見，異見，感想などをお願いします。
パートタイム職員の皆さんへ

有期契約職員の雇用限度の取り扱いに関する就業規則が改定されます。現在５年の有期契約職員（週30時間）の方で雇用限度が満期に達した場合は再度雇用されることになります（最長5年）。また，本人が希望すれば，パートタイムからフルタイムへ，フルタイムからパートタイムへと雇用形態の変更もできます（1回限り）。

これの改訂に対する意見は次のようなものです。本改訂は，「近年の雇用不安を解消する社会的責任を果たすものとして，また働く意欲のある有用なパートタイム職員に就労の路を開くものとして歓迎できる内容である」。しかし，「その適用範囲は平成21年度3月31日在職者に限定され，同年4月1日以降の新採用者には適用されないとあり，加えて厚生労働省の改正パートタイム労働法（平成20年4月1日施行）に沿った改正でないとの説明であった。改正パートタイム労働法の趣旨（同一労働同一賃金などの待遇改善，通常の労働者への転換など）を考慮した就業規則となるよう一層の改善を求める。」としています。
教員の皆さんへ

来年度より本学でも教員免許状の更新講習が本格的に実施されますが，これに伴って手当が支給されるとあり，就業規則が改定されます。本学給与細則24-6（免許状更新講習手当支給に関する細則）を制定し，そこで定める手当額は非常勤講師相当額（１時間あたり5600円）に準じています。

これに対する過半数代表の意見は，支給される手当額が「講義等の教材等の準備費に充当される事態が生じないよう，教材費等の別途調達に関する一条を要望する」としています。

この他，裁判員制度に対応した特別休暇（有給，必要な期間）が導入されます。また，任期付教員（コホート研究）の取扱いを係る就業規則の改定があります。後者の人事に関する就業規則の改訂については，先の産学・地域連携推進機構における任期付教員の取扱いに続いて，改訂手続きに適正でない不備が出来していますので，その改善を重ねて要望します。
＊＊＊　過半数代表者の改選　＊＊＊
３月に選挙管理委員会（委員3名で構成）が立ち上がりますので，公示に留意してください。４月以降の残業は，この改選による新しい職場代表者と法人使用者の間の協定（36協定）によってはじめて可能になります。

